
目標値
基準値
（単位）

指標の分析

外部要因を加味した実績の評価外部要因の分析

社会経済動向

評価

国・都の政策

実　 績
達成率

実　 績
達成率

実　 績
達成率
実　 績
達成率

実績の推移

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

総 コ ス ト

間 接 経 費

職 員 人 件 費

職 員 数

執 行 率

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

決 算 額

予 算 現 額

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

当 初 予 算 額

総 合 計 画
基 本 目 標

主 担 当 部 課 名

市民ニーズ

３　指標実績の推移等

施 策 評 価 シ ー ト 対象年度

記載年月

２　事業費・人件費等の推移

基 本 施 策

め ざ す 姿

（単位：円、人）

SDGsとの関連

１　施策の目的等

施 策 名

指標名

45,871,000 64,987,000 79,510,000

0 0 0

191,000 167,000 179,000

0 0 0

12,784,000 23,499,000 34,793,000

32,896,000 41,321,000 44,538,000

45,396,000 63,913,000 0

38,233,752 57,291,983 0

0 17,037,754 0

32,883 32,246 0

0 0 0

10,288,555 23,561,630 0

27,912,314 16,660,353 0

84.2 89.6 0.0

4.11 5.21 0.00

32,201,057 41,676,462 0

0.00 0.00 0.00

0 0 0

299,503 596,718 0

70,734,312 99,565,163 0

① かんきょう塾に参加した人数（延べ人数
）

157

人

128 - - -

71.1 0.0 0.0 0.0
180

② 二酸化炭素排出量
979

千ｔ-CO2

- - - -

0.0 0.0 0.0 0.0
979

③ 改築される小・中学校への太陽光発電シ
ステム等の設置割合

-

%

100 - - -

100.0 0.0 0.0 0.0
100
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024 環境に配慮した活動の促進

Ⅱ 緑とともに暮らせる　快適で安全安心なまち（生活・環境）

02 生活環境の保全・向上
生活環境部 環境政策課

本市で生活する人や事業活動を行う全ての人が、持続可能な社会の実現のために密接な連携を図り、市民・事業者・市による環境パートナーシ
ップを構築し、環境に係る情報の交換と共有を行い、環境に配慮した行動を実践しています。また、2050年までに温室効果ガスの排出を全体と
して実質ゼロとすることを目指し、持続可能なまちとして再生可能エネルギーや自立分散型エネルギーが普及、拡大しています。

R 3年度 R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度 R 8年度

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

R 7年度

国において、2050年温室効果ガス排出実質ゼロとするカーボン
ニュートラル宣言に伴い、本市も令和３年１１月にゼロカーボ
ンシティを宣言した。その実現には、市民や事業者等との協働
が欠かせず、市民への行動変容を促す必要がある。

国おいては、2030年度に2013年度と比較して温室効果ガスを46
％削減することとしている。都においては、更なる高みに向け
、カーボンハーフ（50％削減）を宣言している。また、脱炭素
への取組に関する支援として国と都において補助制度を充実さ
せている。

国が目標としている2050年温室効果ガス排出ゼロに向けては、
市民の行動変容が重要となるため、具体的な行動例を示すこと
、また、市民の行動により生み出された環境価値を還元する仕
組み（インセンティブの付与）を構築していくことが求められ
る。

目標達成に向け順調に進ちょくした

コロナ禍による影響で市民への環境ＰＲを制限することとなったが、講座等は
実施することができ、多くの市民に参加いただいたことから、市民の環境に対
する意識が高まっていると感じる。
また、小中学校の改築に合わせ、太陽光発電設備を導入できたことで、温室効
果ガス削減に寄与した。



４　主要な取組（事務事業）の進行管理

☑ ☑ ☑ ☑ ☑

計画値

☑ ☑ ☑ ☑ ☑

計画値

計画値

実 　績

計画値

実 　績

実 　績

計画値

実 　績

計画値

実 　績

要因の具体的内容

事務事業名称 主担当部課名 事業種別

次年度における事業の位置づけ

（※）要因の類型

☑ ☑ ☑

指標名
基準値

（単位）

事業推移
計画値

実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）

要因の類型（※）

要因の具体的内容

事務事業名称 主担当部課名 事業種別

次年度における事業の位置づけ

☑ ☑ ☑ ☑ ☑

要因の類型（※）

☑ ☑ ☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

事務事業名称 主担当部課名 事業種別

☑ ☑ ☑

次年度における事業の位置づけ

指標名
基準値 事業推移

計画値
実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）（単位）

要因の類型（※）

☑ ☑ ☑ ☑ ☑ ☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

要因の類型（※）

☑ ☑ ☑

指標名
基準値 事業推移

計画値
実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）（単位）

要因の類型（※）

☑ ☑ ☑ ☑ ☑

実 　績 ☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

要因の類型（※）

環境保全活動事業 生活環境部 環境政策課 主要な事務事業

B 1

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①かんきょう塾に参加した人
数（延べ人数）

157

人

163 169 175 180 180

128 - - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □

コロナ感染症対策ＰＲ活動を控えたり、参加者の制限していたため

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

環境マネジメントシステム運営事業 生活環境部 環境政策課 主要な事務事業

B 1

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①庁内（施設含む）のＣＯ２
排出量

19,036

t-CO2

17,663 16,957 16,250 15,543 15,543

- - - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

地球温暖化対策事業 生活環境部 環境政策課 主要な事務事業

A

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①温室効果ガス排出量

1,010

千t-CO2

932.8 894.2 855.6 817 817

- - - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

②
改築される小中学校への太
陽光発電システム等の設置
割合

-

%

100 100 100 100 100

100 - - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □

計画通り、八小・一中に太陽光発電システムを導入した。

024　環境に配慮した活動の促進
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1 概ね計画通り実施した

2 市民等のニーズが増加し計画を上回った

3 社会経済状況により必要性が高まり計画を上回った

4 市民等のニーズが減少し計画を下回った

5 社会経済状況により必要性が低下し計画を下回った

6 行政サービス供給を阻害する要因があり予定通り実施できなかった

7 行政サービス供給体制に課題があり予定通り実施できなかった

8 その他



評価

今年度の主な取組と成果

今後の展開

４年間の総合評価

評価

実績

今後の展開

協働により推進したい取組

今年度の方針４年間（計画期間中）で協働により推進したい具体的な取組（解決したい課題・着手したい事業等）

６　関連計画における位置づけ

評価 次年度の方針今年度の取組実績

５　施策の評価

024　環境に配慮した活動の促進
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R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

（外部要因の影響などもあり）
計画をやや下回る成果であった

コロナ禍の影響が残り、ＰＲを
制限したことにより、目標値に
は達しなかったが、かんきょう
塾は予定の全７回を開催するこ
とができた。そのほかの講座、
イベントも開催できた。

コロナ禍以前のようにイベント
等を開催し、いろいろな年齢層
の方が興味を持つような内容・
テーマを検討していく。

環境について考えたり知ったりする講座の企画・運営や、環境に配慮した活動に関すること。

環境パートナーシップなどにより、市・市民・市民団体・事業者・教育機関等が協働して環境に
ついて情報の交換と共有を行うことで、環境負荷の少ないまちづくりを行っていく。

環境保全活動センターを中心に、環境に関する講座やイベント
を実施し、広く市民に環境に関する意識啓発を行う。

環境保全活動センターを中心に、かんきょう塾やイベント等は
予定の回数を実施することができた。

協働により実施した（4、5に該
当しないもの）

環境保全活動センターを中心に、引き続き、講座やイベント等
を開催するとともに、環境学習を広げるために、市民・事業者
・教育機関等との連携を図っていく。



目標値
基準値
（単位）

指標の分析

外部要因を加味した実績の評価外部要因の分析

社会経済動向

評価

国・都の政策

実　 績
達成率

実　 績
達成率

実　 績
達成率
実　 績
達成率

実績の推移

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

総 コ ス ト

間 接 経 費

職 員 人 件 費

職 員 数

執 行 率

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

決 算 額

予 算 現 額

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

当 初 予 算 額

総 合 計 画
基 本 目 標

主 担 当 部 課 名

市民ニーズ

３　指標実績の推移等

施 策 評 価 シ ー ト 対象年度

記載年月

２　事業費・人件費等の推移

基 本 施 策

め ざ す 姿

（単位：円、人）

SDGsとの関連

１　施策の目的等

施 策 名

指標名

44,849,000 54,000,000 39,957,000

552,000 4,620,000 0

11,593,000 5,486,000 1,387,000

0 0 0

1,900,000 17,601,000 970,000

30,804,000 26,293,000 37,600,000

44,821,000 49,435,000 0

32,778,259 40,778,171 0

1,066,000 4,317,000 0

3,257,000 3,109,000 0

0 0 0

0 2,850,500 0

28,455,259 30,501,671 0

73.1 82.5 0.0

5.37 5.45 0.00

42,072,914 43,596,299 0

0.00 0.00 0.00

0 0 0

391,318 624,202 0

75,242,491 84,998,672 0

① 自主的な清掃活動への参加団体数
43

団体

221 - - -

315.7 0.0 0.0 0.0
70

② 多摩川清掃市民運動の参加者数
3,188

人

- - - -

0.0 0.0 0.0 0.0
4,000

③ 未解決の荒廃した空き家の件数
110

件

96 - - -

120.0 0.0 0.0 0.0
80
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025 まちの環境美化の推進

Ⅱ 緑とともに暮らせる　快適で安全安心なまち（生活・環境）

02 生活環境の保全・向上
生活環境部 環境政策課

全ての市民が高い美化意識を持つことにより、美しく快適な環境が維持されています。また、所有者や管理者による空き家の適正管理により、
安全・安心な生活環境が確保されています。

R 3年度 R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度 R 8年度

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

R 7年度

荒廃した空き家の件数については、所有者への適正管理に向け
た助言・指導等により減少している。

都が地域環境力に関する補助事業を強力に推進したため、清掃
活動に要するごみ袋を環境に配慮したものにすることができた
。

荒廃した空き家については、近隣への影響も大きく、所有者が
市外に居住していることも多いため、市民同士による解決が難
しく、所有者への助言・指導等の対応に係る市民ニーズは高い
状況である。

目標達成に向け順調に進ちょくした

清掃活動に係る参加実績は、類似事業で使用していたボランティア清掃用袋を
統一したことに伴い、実績の算出方法が新しくなったことから、実績が増加し
ている。
未解決の荒廃した空き家については、第2次府中市空家等対策計画の推進によ
り目標値に向け着実に減少している。



４　主要な取組（事務事業）の進行管理

☑ ☑ ☑ ☑ ☑

計画値

☑ ☑ ☑ ☑ ☑

計画値

計画値

実 　績

計画値

実 　績

実 　績

計画値

実 　績

計画値

実 　績

要因の具体的内容

事務事業名称 主担当部課名 事業種別

次年度における事業の位置づけ

（※）要因の類型

☑ ☑ ☑

指標名
基準値

（単位）

事業推移
計画値

実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）

要因の類型（※）

要因の具体的内容

事務事業名称 主担当部課名 事業種別

次年度における事業の位置づけ

☑ ☑ ☑ ☑ ☑

要因の類型（※）

☑ ☑ ☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

事務事業名称 主担当部課名 事業種別

☑ ☑ ☑

次年度における事業の位置づけ

指標名
基準値 事業推移

計画値
実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）（単位）

要因の類型（※）

☑ ☑ ☑ ☑ ☑ ☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

要因の類型（※）

☑ ☑ ☑

指標名
基準値 事業推移

計画値
実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）（単位）

要因の類型（※）

☑ ☑ ☑ ☑ ☑

実 　績 ☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

要因の類型（※）

環境美化推進事業 生活環境部 環境政策課 主要な事務事業

B 1

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①
府中駅・中河原駅・分倍河
原駅周辺清掃の平均合計参
加者数

203

人

210 215 220 225 225

186 - - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □

雨天中止を除き、計画通り実行した。

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

市民清掃活動事業 生活環境部 環境政策課 主要な事務事業

B 1

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①多摩川清掃市民運動参加人
数

3,188

人

3,400 3,600 3,800 4,000 4,000

0 - - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □

新型コロナウイルス感染防止のため、事業を中止した。

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

空き家・空き地等対策事業 生活環境部 環境政策課 主要な事務事業

B 1

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①未解決の荒廃した空き家の
件数

110

件

95 90 85 80 80

96 - - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □

相談のあった荒廃した空き家の解決を図るとともに、新たな荒廃した空き家を発生させないよう、空き家の所有者等に向けて啓発
活動を行った。

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

025　まちの環境美化の推進
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1 概ね計画通り実施した

2 市民等のニーズが増加し計画を上回った

3 社会経済状況により必要性が高まり計画を上回った

4 市民等のニーズが減少し計画を下回った

5 社会経済状況により必要性が低下し計画を下回った

6 行政サービス供給を阻害する要因があり予定通り実施できなかった

7 行政サービス供給体制に課題があり予定通り実施できなかった

8 その他



評価

今年度の主な取組と成果

今後の展開

４年間の総合評価

評価

実績

今後の展開

協働により推進したい取組

今年度の方針４年間（計画期間中）で協働により推進したい具体的な取組（解決したい課題・着手したい事業等）

６　関連計画における位置づけ

評価 次年度の方針今年度の取組実績

５　施策の評価

025　まちの環境美化の推進
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R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

概ね計画通りの成果を上げた

第2次空家等対策計画及び空家
法に基づき特定空家等に対する
勧告を行ったほか、新規の特定
空家等の認定を行い、荒廃した
空き家の適正管理に向けた対応
を強化することができた。環境
美化推進事業について清掃用ご
み袋の配布場所を拡大したほか
、市民清掃活動については、コ
ロナ禍でも参加しやすい内容の
代替事業を実施した。

令和4年度に実施した空き家全
戸調査結果を踏まえ法令・例規
、空き家計画に基づく施策を着
実に実行し、空き家の荒廃化防
止と利活用による空き家対策を
行っていく。

環境美化活動をはじめ、空き家や害虫、飼い主のいない猫など、様々な生活環境問題への対応に関すること。

・本市では、まちの環境美化を推進する各種施策を実施しているが、依然としてポイ捨て行為等
の苦情・相談が寄せられている状況にあるため、マナー向上に向けたより一層の啓発が必要とさ
れている。市内で美化推進事業に取り組む担い手を育成するとともに、団体間の連携・協働を促
進することにより、市民の美化意識の向上及び美化推進活動への参画の推進を図る。
・飼い主のいない猫対策事業においては、地域の実情に合わせた適切な管理による人と猫との共
生を図るためのガイドラインを作成している。それに伴い、市の登録ボランティアの方々にご協
力いただき、飼い主のいない猫に去勢・不妊手術を受けさせる活動に対する補助事業や適正なエ
サやりの啓発活動を今後も実施する。
・空き家問題においては、個々のケースで様々な要因がからみ、市役所単独で解決していくこと
は困難であるため、行政書士会等の専門家団体と協働し、啓発活動を行っていきたい。

〈環境美化活動〉
・①市民・事業者が地域で行う自主的な清掃活動②環境美化推
進地区における駅前清掃③多摩川清掃市民運動の取組を行う。
〈飼い主のいない猫対策事業〉
・地域住民及びボランティア団体と協働し飼い主のいない猫へ
の去勢・不妊手術や、地域猫活動を推進する。
（空き家対策）
・専門家団体と協働する下準備として、協働まつり等の専門家
団体が参加する全市的事業に参加し、空き家対策について周知
を行う。

〈環境美化活動〉
市民・事業者が地域で行う自主的な清掃活動の支援を行うとと
もに府中駅等の駅前清掃を実施した。市民団体と協働し飼い主
のいない猫への去勢・不妊手術や、地域猫活動を推進した。協
働まつり等のイベントや包括支援センター長会議等に出向き、
空き家対策について周知を行った。

協働により実施した（4、5に該
当しないもの）

〈環境美化活動〉
・①市民・事業者が地域で行う自主的な清掃活動②環境美化推
進地区における駅前清掃③多摩川清掃市民運動の取組を行う。
〈飼い主のいない猫対策事業〉
・地域住民及びボランティア団体と協働し飼い主のいない猫へ
の去勢・不妊手術や、地域猫活動を推進する。
（空き家対策）
・専門家団体と協働する下準備として、協働まつり等の専門家
団体が参加する全市的事業に参加し、空き家対策について周知
を行う。



目標値
基準値
（単位）

指標の分析

外部要因を加味した実績の評価外部要因の分析

社会経済動向

評価

国・都の政策

実　 績
達成率

実　 績
達成率

実　 績
達成率
実　 績
達成率

実績の推移

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

総 コ ス ト

間 接 経 費

職 員 人 件 費

職 員 数

執 行 率

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

決 算 額

予 算 現 額

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

当 初 予 算 額

総 合 計 画
基 本 目 標

主 担 当 部 課 名

市民ニーズ

３　指標実績の推移等

施 策 評 価 シ ー ト 対象年度

記載年月

２　事業費・人件費等の推移

基 本 施 策

め ざ す 姿

（単位：円、人）

SDGsとの関連

１　施策の目的等

施 策 名

指標名

18,660,000 19,629,000 20,257,000

0 0 0

4,257,000 4,237,000 5,038,000

0 0 0

0 0 0

14,403,000 15,392,000 15,219,000

19,135,000 20,550,000 0

16,443,661 18,060,036 0

0 0 0

4,185,343 6,856,000 0

0 0 0

0 50,370 0

12,258,318 11,153,666 0

85.9 87.9 0.0

1.80 1.85 0.00

14,102,653 14,798,744 0

1.00 2.00 0.00

3,248,692 6,436,232 0

204,041 440,952 0

33,999,047 39,735,964 0

① 騒音・大気汚染などの公害に悩まされて
いる市民の割合

11.3

%

10.6 - - -

103.8 - - -
11

② 水質、大気、騒音・振動の環境基準適合
率

84.4

%

81.3 - - -

81.3 0.0 0.0 0.0
100

令和5年9月

令和 4年度
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026 公害対策の推進

Ⅱ 緑とともに暮らせる　快適で安全安心なまち（生活・環境）

02 生活環境の保全・向上
生活環境部 環境政策課

大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、騒音、振動、地盤沈下、悪臭といったいわゆる典型７公害の監視体制の充実と事業者に対する適切な指導や助
言等により、公害の発生が未然に防止されています。また、市民・事業者が積極的に公害の発生防止に取り組み、近隣に配慮した行動に努める
ことで、誰もが快適に過ごせる環境が整っています。

R 3年度 R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度 R 8年度

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

R 7年度

環境法令の改正などにより、業務の増加が見込まれ、円滑な業
務遂行のためにも、職員の専門的な知識の向上、外部委託等の
検討が求められる。

騒音・振動調査や水質汚濁・大気汚染調査などの実施にあたり
、国の基準値や都の条例の規制値などの制度改正に注視を要す
る。また、権限移譲に伴い事務事業が増加している。

苦情については、迅速な対応が求められるが、生活騒音など近
隣間での苦情相談が増加している。また、水質等の測定や調査
については、人体に影響を及ぼすことがないよう適切な対応が
求められている。

目標達成に向け順調に進ちょくした

主な取組として、騒音・振動測定、大気常時監視・測定調査、ダイオキシン類
調査を実施した。その他、水質調査や公害相談受付を中心に、工場認可申請や
特定建設作業の届出、開発行為や中高層の事前協議などの際に公害発生の未然
防止のために業者への指導を行った。
また、権限移譲に伴い市に義務付けされた、市の区域に係る自動車騒音の常時
監視を実施した。
これらの成果を「府中の環境」として冊子を作成し、市民へ公表した。



４　主要な取組（事務事業）の進行管理

☑ ☑ ☑ ☑ ☑

計画値

☑ ☑ ☑ ☑ ☑

計画値

計画値

実 　績

計画値

実 　績

実 　績

計画値

実 　績

計画値

実 　績

要因の具体的内容

事務事業名称 主担当部課名 事業種別

次年度における事業の位置づけ

（※）要因の類型

☑ ☑ ☑

指標名
基準値

（単位）

事業推移
計画値

実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）

要因の類型（※）

要因の具体的内容

事務事業名称 主担当部課名 事業種別

次年度における事業の位置づけ

☑ ☑ ☑ ☑ ☑

要因の類型（※）

☑ ☑ ☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

事務事業名称 主担当部課名 事業種別

☑ ☑ ☑

次年度における事業の位置づけ

指標名
基準値 事業推移

計画値
実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）（単位）

要因の類型（※）

☑ ☑ ☑ ☑ ☑ ☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

要因の類型（※）

☑ ☑ ☑

指標名
基準値 事業推移

計画値
実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）（単位）

要因の類型（※）

☑ ☑ ☑ ☑ ☑

実 　績 ☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

要因の類型（※）

公害防止指導対策事業 生活環境部 環境政策課 主要な事務事業

B 1

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①
騒音・大気汚染などの公害
に悩まされている市民の割
合

11.3

%

11.3 11.2 11.1 11 11

10.6 - - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □

規模の大きな工場等からの発生は減少しており、小規模事業所や家庭からの発生が増加している。

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

環境衛生分析調査事業 生活環境部 環境政策課 主要な事務事業

B 1

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①水質、大気、騒音・振動の
環境基準適合率

84.4

%

88.3 92.2 96.1 100 100

81.3 - - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □

モニタリング及び測定は計画通り行えた。

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

026　公害対策の推進
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1 概ね計画通り実施した

2 市民等のニーズが増加し計画を上回った

3 社会経済状況により必要性が高まり計画を上回った

4 市民等のニーズが減少し計画を下回った

5 社会経済状況により必要性が低下し計画を下回った

6 行政サービス供給を阻害する要因があり予定通り実施できなかった

7 行政サービス供給体制に課題があり予定通り実施できなかった

8 その他



評価

今年度の主な取組と成果

今後の展開

４年間の総合評価

評価

実績

今後の展開

協働により推進したい取組

今年度の方針４年間（計画期間中）で協働により推進したい具体的な取組（解決したい課題・着手したい事業等）

６　関連計画における位置づけ

評価 次年度の方針今年度の取組実績

５　施策の評価

026　公害対策の推進
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R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

概ね計画通りの成果を上げた

騒音・振動測定、大気常時監視
・測定調査、ダイオキシン類調
査を実施した。その他、水質調
査や公害相談受付を中心に、工
場認可申請や特定建設作業の届
出、開発行為や中高層の事前協
議などの際に公害発生の未然防
止のために業者への指導を行っ
た。
また、権限移譲に伴い市に義務
付けされた、市の区域に係る自
動車騒音の常時監視を実施。
これらの成果を「府中の環境」
として冊子を作成し、市民へ公
表した。

公害問題は、予測困難な新たな
問題が発生することもあること
から、日ごろから環境の監視体
制を強化するとともに、事業者
等に対する公害発生防止のため
の指導や支援、情報提供が必要
であり、公害の苦情体制の充実
、国や都など関係機関との連携
により、新たな公害にも迅速に
対応できるようにしていく。ま
た、関係法令の改正等により、
業務の大幅な増加も見込まれる
ため、専門員の配置や職員体制
の強化を進めたい。

地域活動等を通じた近隣住民同士のつながりの深化や、お互いの立場や考え方の更なる理解に関すること。

近隣住民同士のつながりを深め、お互いの立場や考え方を理解することで公害を防止し、地域の
生活環境を保全するとともに、豊かな歴史的・文化的資源を守り、活用していく。

公害発生に対し、因果関係を的確に捉え、必要な情報を市民に
提供していく。そうすることで市民同士のトラブル回避や関係
性の向上を図っていく。

公害発生の因果関係分析は様々な要因があるため、時間を要す
る。そのため、必要な情報を市民に提供していくまでには至っ
ていない。

未着手 公害発生に対し、様々な要因を分析し、因果関係を的確に捉え
る必要がある。また、国や都の動向や市内における公害発生状
況について、必要な情報を市民に提供し、市民同士のトラブル
回避や関係性の向上を図っていく。



目標値
基準値
（単位）

指標の分析

外部要因を加味した実績の評価外部要因の分析

社会経済動向

評価

国・都の政策

実　 績
達成率

実　 績
達成率

実　 績
達成率
実　 績
達成率

実績の推移

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

総 コ ス ト

間 接 経 費

職 員 人 件 費

職 員 数

執 行 率

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

決 算 額

予 算 現 額

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

当 初 予 算 額

総 合 計 画
基 本 目 標

主 担 当 部 課 名

市民ニーズ

３　指標実績の推移等

施 策 評 価 シ ー ト 対象年度

記載年月

２　事業費・人件費等の推移

基 本 施 策

め ざ す 姿

（単位：円、人）

SDGsとの関連

１　施策の目的等

施 策 名

指標名

231,195,000 251,323,000 306,994,000

0 0 0

0 0 0

0 0 0

71,269,000 82,131,000 118,863,000

159,926,000 169,192,000 188,131,000

231,195,000 266,568,000 0

222,302,000 262,283,253 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

63,266,195 102,909,131 0

159,035,805 159,374,122 0

96.2 98.4 0.0

6.35 6.96 0.00

49,751,024 55,675,274 0

0.00 0.00 0.00

0 0 0

462,751 797,165 0

272,515,775 318,755,692 0

① 斎場平均待ち日数
2.9

日

3.1 - - -

147.6 0.0 0.0 0.0
2.1

② 墓地の供給率（芝生墓地）
58.3

%

69.9 - - -

91.1 0.0 0.0 0.0
76.7

③ 墓地の供給率（合葬式墓地）
32.1

%

41.8 - - -

83.4 0.0 0.0 0.0
50.1

④ 墓地の供給率（樹林式墓地）
50

%

78.7 - - -

78.7 0.0 0.0 0.0
100

令和5年9月

令和 4年度

- 1 -

027 斎場・墓地の管理運営

Ⅱ 緑とともに暮らせる　快適で安全安心なまち（生活・環境）

02 生活環境の保全・向上
生活環境部 環境政策課

府中の森市民聖苑が安定的かつ効率的に運営され、利用される市民の希望に沿った形で葬儀等を行うことができています。また、稲城・府中メ
モリアルパークが効率的に運営され、安定的かつ永続性の高い公営墓地として管理されています。

R 3年度 R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度 R 8年度

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

R 7年度

葬儀の多様化や小規模化、簡略化の傾向が進んでいる.高齢化
により死亡者数が増加している。

市の単独事業である

指標１については、待ち日数の短縮やバリアフリー化などの従
来からの課題に加え、高齢者人口の増加に伴う死亡者数の増加
への対応、葬儀の小規模化への対応など新たなニーズが寄せら
れている。指標２～４については、高齢者人口の増加に伴う死
亡者数の増加に対応した墓地供給が望まれている。

外部要因の影響で遅れが生じた

指標１については、待ち日数を減らすため、友引日も営業しているが、仏式の
葬儀の場合は友引日を避ける傾向にあることや、近年の葬儀の簡素化傾向のた
め、待ち日数が伸びても小さな式場を希望する葬家が増加傾向にあることなど
により、待ち日数が増加した。指標２～４については、組合が実施する公営 
稲城・府中メモリアルパークの募集等に係る情報を広報ふちゅうや府中市ホー
ムページに掲載するとともに、パンフレット配布の協力などを行い、市民への
周知活動の支援を行った。また、市民から寄せられる意見、要望等について、
稲城・府中墓苑組合組織団体運営協議会において情報提供し、必要に応じて要
望・協議を行った。



４　主要な取組（事務事業）の進行管理

☑ ☑ ☑ ☑ ☑

計画値

☑ ☑ ☑ ☑ ☑

計画値

計画値

実 　績

計画値

実 　績

実 　績

計画値

実 　績

計画値

実 　績

要因の具体的内容

事務事業名称 主担当部課名 事業種別

次年度における事業の位置づけ

（※）要因の類型

☑ ☑ ☑

指標名
基準値

（単位）

事業推移
計画値

実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）

要因の類型（※）

要因の具体的内容

事務事業名称 主担当部課名 事業種別

次年度における事業の位置づけ

☑ ☑ ☑ ☑ ☑

要因の類型（※）

☑ ☑ ☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

事務事業名称 主担当部課名 事業種別

☑ ☑ ☑

次年度における事業の位置づけ

指標名
基準値 事業推移

計画値
実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）（単位）

要因の類型（※）

☑ ☑ ☑ ☑ ☑ ☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

要因の類型（※）

☑ ☑ ☑

指標名
基準値 事業推移

計画値
実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）（単位）

要因の類型（※）

☑ ☑ ☑ ☑ ☑

実 　績 ☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

要因の類型（※）

府中の森市民聖苑管理運営事業（府中の森市
民聖苑整備事業）

生活環境部 環境政策課 主要な事務事業

C 1

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①
斎場平均待ち日数（予約日
から通夜の前日までの年間
平均日数）

2.9

日

2.7 2.5 2.3 2.1 2.1

3.1 - - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □

待ち日数を減らすため、友引日も営業しているが、仏式の葬儀の場合は友引日を避ける傾向にあることや、近年の葬儀の簡素化傾
向のため、待ち日数が伸びて小さな式場を希望する葬家が増加傾向にあることなどにより、待ち日数が増加した。

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

公営　稲城・府中メモリアルパーク管理運営
事業

生活環境部 環境政策課 主要な事務事業

B 1

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①平面墓地(芝生墓地・普通
墓地)の供給状況

61.4

%

66.5 70.6 74.7 79.2 100

73.9 - - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □

組合が実施する公営　稲城・府中メモリアルパークの墓地の募集等に係る情報を広報ふちゅうや府中市ホームページに掲載すると
ともに、パンフレット配布の協力などにより、市民への周知活動の支援を行った。

②集合墓地(合葬式墓地・樹
林式墓地)の供給状況

37.7

%

47.8 52.4 57 61.6 100

53.3 - - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □

組合が実施する公営　稲城・府中メモリアルパークの墓地の募集等に係る情報を広報ふちゅうや府中市ホームページに掲載すると
ともに、パンフレット配布の協力などにより、市民への周知活動の支援を行った。

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

027　斎場・墓地の管理運営

- 2 -

1 概ね計画通り実施した

2 市民等のニーズが増加し計画を上回った

3 社会経済状況により必要性が高まり計画を上回った

4 市民等のニーズが減少し計画を下回った

5 社会経済状況により必要性が低下し計画を下回った

6 行政サービス供給を阻害する要因があり予定通り実施できなかった

7 行政サービス供給体制に課題があり予定通り実施できなかった

8 その他



評価

今年度の主な取組と成果

今後の展開

４年間の総合評価

評価

実績

今後の展開

協働により推進したい取組

今年度の方針４年間（計画期間中）で協働により推進したい具体的な取組（解決したい課題・着手したい事業等）

６　関連計画における位置づけ

評価 次年度の方針今年度の取組実績

５　施策の評価

027　斎場・墓地の管理運営

- 3 -

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

（外部要因の影響などもあり）
計画をやや下回る成果であった

市民聖苑については、施設維持
管理及び運営に努め、葬儀の多
様化等新たなニーズに対応し安
定的な施設運営ができた。また
、市民聖苑の大規模改修に向け
た各種調査を実施した。
墓苑組合については、両市及び
組合で構成する協議会において
墓地の管理運営事項、供給計画
の協議、検討を行い、組合の安
定的な管理・運営のため積極的
に支援した。

市民聖苑については、施設内の
各種設備の修繕を随時行うなど
、施設の維持管理及び安定的な
運営に努める。また、市民聖苑
の大規模改修に向けた基本計画
策定に取り組む。
墓苑組合については、組合の墓
地の供給計画の着実な推進によ
る安定的な財政運営及び管理・
運営が図られるよう組織団体と
して協議を行い、積極的に協力
・支援を行っていく。

定額で利用できる聖苑葬儀の提供に関すること。

　府中の森市民聖苑では、府中市民が葬儀を行う場合の負担軽減を図ることを目的に、市民聖苑
の式場や備品（祭壇）を使用して一定額で実施できる標準的葬儀「聖苑葬儀」を定め、趣旨に賛
同する葬祭業者が聖苑葬儀取扱店として市に登録し、低廉な価格で標準的な葬儀ができるよう協
力していく。

聖苑葬儀取扱店の協力を得て聖苑葬儀を提供する。

聖苑葬儀取扱店の協力を得て聖苑葬儀を提供できた 協働により実施した（4、5に該
当しないもの）

引き続き、聖苑葬儀取扱店の協力を得て聖苑葬儀を提供する


